
 

 

令和２年 5 月 11 日 

一般社団法人公共建築協会 

 

新型コロナウイルス感染症に関する「緊急事態宣言」の延長等 

に伴う当協会の対応について 

 

当協会では、これまで新型ウイルスの感染拡大防止のため、在宅勤務、時差出勤及び毎週金

曜日の休業などの対応を行ってまいりました。今般、５月 31 日までの「緊急事態措置」の延

長を踏まえての当協会における業務の取扱いを下記のとおりとさせていただきますのでお知ら

せします。お客様、関係者の皆様には、ご不便、ご迷惑をおかけして大変申し訳ございません

が、ご理解賜りますようお願い申し上げます。 

なお、この対応も今後の情勢に応じて変更になる可能性がありますが、変更については、そ

の都度、当協会の HP でお知らせいたしますので、ご事情ご賢察のうえ、ご理解賜りますよう

重ねてお願い申し上げます。 

 

記 

１ 当協会の運営体制について 

  【本部（東京都）、各地区事務局共】 

・令和２年５月 31 日（日）までの間、毎週金曜日を休業日とします。 

  ・土、日、金曜日を除く平日においては、在宅勤務を基本とし、緊急時の対応等のた 

め、最小限の連絡要員を置き、職員が交代で勤務する体制とします。このため、電話 

でのお問い合わせ、書籍の発送等に支障を生じる場合があります。 

２ 当協会の各事業における対応について 

（１） 書籍の注文受付、発送について 

・書籍のご注文につきましては、交代勤務等のため、発送手続きに遅延が発生する

ことをご了承ください。 

また、ご注文の書籍発行元の都合による入荷の遅れなどにより、配送が遅延する場合 

があります。 

 ・本部、近畿地区事務局及び九州地区事務局は、最小限の人員による処理体制となる 

こと、また対面による感染防止のため、窓口での直接販売は当面中止させていただき 

ます。 

 

（２） 公共建築設計者情報システム (PUBDIS)の運用について 

  ・PUBDIS 利用者の皆様のデータ入力、データ閲覧等に支障を生じないよう、通常通 

りの運用の継続につとめます（土、日、金曜日は休業）が、最小限の人員による体制 

となるため、利用者の皆様からの至急のご要望、電話等でのお問い合わせ等に迅速に 

対応できない場合があります。 



 

 

  ・「ヘルプデスク」（外部）につきましても、通常通りの運用の継続につとめます（土、 

日は休業）が、今後の状況の変化による委託業者の新型コロナウイルス感染拡大防止の 

ための体制等によっては、変更になる場合があります。その際には、HP 等でお知らせ 

いたします。 

（３） 建築材料、電気設備機材、機械設備機材等の評価について 

・評価事業に関するお問い合わせ等につきましては、最小限の人員による体制となる 

ため、利用者の皆様からの至急のご相談、電話等でのお問い合わせ等に迅速に対応で 

きない場合があります。このため、お問い合わせ等につきましては、次のメールアド 

レスあてにご送付くださるようお願い申し上げます。 

    建築材料      hyokajigyo-a@pba.or.jp 

  電気設備機材    hyokajigyo-e@pba.or.jp 

  機械設備機材        hyokajigyo-m@pba.or.jp 

  ・「建築材料等評価名簿 令和２年版」及び「設備機材等評価名簿 令和２年版」の 

発行につきましては、現時点では、例年同様に５月末の発行予定です。 

（４） 上半期に予定する講習会について 

  ・「令和３年度新営予算単価と設計料算定説明会」及び「建築物解体工事共通仕様書 

（平成３１年版）・同解説 令和２年版 講習会」については、６月中旬～７月中旬 

を予定しておりましたが、開催を見送ることといたしました。今後の開催予定等につ 

いては現時点で未定であり、対応が決まり次第 HP でご案内申し上げます。 

（５） 公共建築工事品質確保技術者試験の実施について 

・公共建築工事品質確保技術者試験及び更新講習につきましては、例年通りのスケジ 

ュールでの実施を予定していますが、今後の状況の変化による新型コロナウイルス感 

染拡大防止のための体制等によっては、変更になる場合があります。その際には、HP 

等でお知らせいたします。 

（６） 「公共建築ニュース」（会員向け機関紙、毎月発行）について 

  ・「公共建築ニュース」6 月号は、頁建てを縮小して発行し、7 月号は休刊とさせていた 

だきます。 

（７） 「公共建築工事標準仕様書」等の技術関係図書の内容のご質問について 

  ・従来通り、質問内容、連絡先等を適宜ご記入（様式自由）の上、 

FAX（０３-３５２３-１８２６） 

あてにご送付ください。ただし、最小限の人員による体制となるため、従来よりもそ 

の回答に時間を要する場合があります。 

 


